
評価
　

主

2 R 3 R 4 R 5

管

R 6 R 7 R 8 R

部

 9 R10 R11 R1

局

2

計画値 5,650.

消

0 5,650.0 5,

防

700.0 5,700

本

.0 5,750.0 5

部

,750.0 5,80

主

0.0 5,850.0

管

5,900.0 5,9

消

課

50.0 6,000.

消

0

実績値 927.0 2

防

,079.0 4,67

総

1.0 0.0 0.0 0

務

.0 0.0 0.0 0.

課

0 0.0 0.0

年間の

関

消防署が実施するＡＥ

係

Ｄ講習会及び救命講習

課

会の受講者数
算定式、

消

データの
出所等

新型コ

防

防

ロナウイルス感染症の

署

影響で予定していた救

、

命講習会等が中止とな

予

り、見越していたバイ

防

スタンダ
計画値、 ーの

課

養成及び訓練開催が計

２

画どおり実施できなか

　

ったことが要因です。

施

引き続き、事業所の指

策

導員や普及
実績値の 員

・

が

の協力を得ながら事業

目

所単独で救命講習会を

指

開催していただくなど

す

、バイスタンダーの養

大

成に取り組み
推移に関

府

する ます。また、令和

市

３年度から実施してい

の

るｅラーニングを活用

姿

した時短型普通救命講

市

習会を引き続き実施
分

救

民

析と評価 し、受講者数

、

の増加に取り組みます

地

。

域、事業者、消

急

防の協働により、災害

体

時に対応できる消防・

制

救急体制が構築されて

の

います。市民

内容 が防

充

火・防災や救急救命に

結
実

必要な知識と技術を習得し、いざというときに尊い生命を救える勇気あるバイ
スタンダーがいるまちになっています。

３　令和 4年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出

果

（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人件費 600,704 0
 (2)事業費 269,628 132,350
 フルコスト（歳出合計） 870,332 132,350
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 

の

(1)国庫支出金（国から出たお金） 13,

１

203 0
 (2)県支

　

出金（愛知県から出た

第

お金） 2,251 1,

６

348
 (3)市債（

次

市の借金） 0 0
 (4

大

)その他特定財源（使

府

い途が決まっているお

市

金） 7,577 0
 (

公

総

5)一般財源（市税収

合

入など） 246,59

計

7 131,002
 歳

画

入合計 269,628

に

132,350

おける位置

表

づ

４　「まちの健康」指

け

標（施策評価指標）
有

、

効性指標１

指標名 「消

担

防・救急体制の充実に

当

満足している」市民の

課

割合 単位 ％

現状値 60

健

.8

年度 R 2 R 3

康

R 4 R 5 R 6 R

領

 7 R 8 R 9 R1

域

0 R11 R12

計画値

施

ま

61.0 61.0 62

ち

.0 62.0 63.0

の

63.0 64.0 64

健

.0 64.5 64.5

康

65.0

実績値 64.

政

5 64.5 67.2 0

策

.0 0.0 0.0 0.

安

0 0.0 0.0 0.0

心

0.0

市民意識調査の

安

「消防・救急体制の充

策

全

実」に対する満足度で

に

「満足」又は「おおむ

暮

ね満足」と答えた市民

ら

算定式、
の割合

データ

せ

の
出所等

市民意識調査

る

（令和４年度実施）で

ま

は、目標値を上回る評

ち

価を達成することがで

施

きました。報告書によ

策

る
計画値、 と市民から

名

消

は満足度と同様に重要

防

度も高いため、現在の

・

水準を維持する必要が

救

あります。
実績値の

推

急

移に関する
分析と評価

体

有効性指標２

指標名 バ

制

イスタンダーの養成に

の

関連する講座などの受

充

講者数 単位 人

現状値 5

実

,637.0

年度 R 



評価
　

0

消防職員研修 消防総務

R

課 23,122 消防学

1

校入校者数
妥当性 Ａ事

1

業 (23,122) 指

R

標名

有効性 Ａ単年度計

1

画値 22.0
単年度実

2

績値 18.0
単年度達

計

成率 81.8%
効率性

画

Ａ最終目標に 100.

値

0%
対する達成率

　事

消

2

務事業の方向性
Ｂ：現

0

状のまま継続
市民の生

.

命・身体及び財産を守

0

るための知識や技術を

2

習得し、質の高い市民

0

サービスを提供するた

.

めに計
画的に事業を進

0

める必要があります。

19

防

.0 19.0 18.0

・

18.0 17.0 17

救

.0 16.0 16.0

急

15.0

実績値 24.

体

0 25.0 24.0 0

制

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

充

0.0

消防年報におけ

結
実

る年間火災出動件数
算定式、
データの
出所等

新型コロナウイルス感染症の影響があり、例年どおりの火災予防啓発活動を実施することが困難でした。
計画値、 また、火災出動件数では、前年度から1件減少の24件でしたが

果

、火災による死者が１名発生しました。火
実績値の 災の要因は様々であるため、啓発活動や市民意識の向上により直ちに火災出動件数の大幅減少にはつなが

推移に関する っていませんが、引き続き火災予防啓発活動に力を入

の

れ市民の生命、財産の保護に努めます。
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標

有

評価点
（前年度比）

消

効

防車両等整 消防総務課

性

65,254 消防車両

公

指

等の更新数
妥当性 Ａ備

標

事業 (65,254)

３

指標名

有効性 Ａ単年度

指

計画値 3.0
単年度実

標

績値 3.0
単年度達成

名

率 100.0%
効率性

火

Ａ最終目標に -
対する

災

達成率
　事務事業の方

出

向性
Ｂ：現状のまま継

動

続
ゼロカーボン化への

表

件

可能性を含め、時代の

数

変化に柔軟に対応する

単

必要があります。消防

位

・救急及び救助活
動に

件

支障をきたさず、市民

現

サービスの質を向上さ

状

せるため、計画的に事

値

業を進める必要があり

2

ます。

6

施

.0

事務事業名 課名

年

フルコスト 最重要指標

度

評価点
（前年度比）

消

R

防施設管理 消防総務課

 

43,823 消防拠点

2

施設の改修、整備及び

R

拡張数
妥当性 Ａ整備事

 

業 (43,823) 指

3

標名

有効性 Ａ単年度計

策

R

画値 8.0
単年度実績

 

値 8.0
単年度達成率

4

100.0%
効率性 Ａ

R

最終目標に 266.7

 

%
対する達成率

　事務

5

事業の方向性
Ｂ：現状

R

のまま継続
職員の拠点

 

である施設の適切な運

6

用を目的とした事業で

R

あり、施設の長寿命化

名

 

を図ることが持続可能

7

な消
防・救急体制につ

R

ながるため、計画的に

 

事業を進める必要があ

8

ります。

R 9

事務事業名 課

R

名 フルコスト 最重要指

1

標 評価点
（前年度比）



評価
　

検回数
妥当性 Ａ事業 (

消

94,018) 指標名

防

有効性 Ａ単年度計画値

・

2.0
単年度実績値 2

救

.0
単年度達成率 10

急

0.0%
効率性 Ａ最終

体

目標に 100.0%
対

制

する達成率
　事務事業

の

の方向性
Ｂ：現状のま

充

ま継続
資機材の老朽化

結
実

による事故発生防止のため、計画的な更新、整備により、隊員の安全な活動環境の確保及
び迅速な活動を実施します。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標

果

評価点
（前年度比）

救助業務管理 消防署 155,089 複合ガス測定器点検回数
妥当性 Ａ事業 (155,089) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ａ最終目標に 100

の

.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
救助資機材の老朽化による事故発生防止のため、計画的な更新、整備により、救助隊員の安全な活動環境
の確保及び迅速な救出活動を実施します。

公

事務

事務事業名 課名

事

フルコスト 最重要指標

業

評価点
（前年度比）

救

名

命士等研修 消防署 14

課

,184 病院研修参加

名

数
妥当性 Ａ事業 (14

フ

,184) 指標名

有効

ル

性 Ａ単年度計画値 46

表

コ

.0
単年度実績値 44

ス

.0
単年度達成率 95

ト

.7%
効率性 Ａ最終目

最

標に 95.7%
対する

重

達成率
　事務事業の方

要

向性
Ｂ：現状のまま継

指

続
救急隊員と傷病者へ

標

の感染症罹患・予防措

評

置のため、計画的に抗

価

体検査や予防接種を実

施

点

施する必要があり
ます

（

。

前年度

事務事業名 課名 フル

比

コスト 最重要指標 評価

）

点
（前年度比）

救急業

火

務管理 消防署 117,

災

241 高規格救急自動

業

車積載資機材保守点検

策

務

回数
妥当性 Ａ事業 (1

管

17,241) 指標名

理

  
 

有効性 Ａ単年度

消

計画値 1.0
単年度実

防

績値 1.0
単年度達成

署

率 100.0%
効率性

9

Ａ最終目標に 100.

4

0%
対する達成率

　事

,

務事業の方向性
Ｂ：現

0

状のまま継続
救急件数

名

1

の増加に伴い救急現場

8

で使用する消耗品、医

複

薬材料費が増加してお

合

り、予算が増額となる

ガ

ことが
必至です。使用

ス

する資機材の精査や安

測

価な代替品の導入など

定

で限られた予算を最大

器

限に活用する必要があ

点

ります。



評価
　

修

。また、市民、自治区

繕

、事業所などに
対する

数

講習会や訓練を通し、

妥

バイスタンダーの育成

当

に取り組むとともに、

性

事業所単独での救命講

Ａ

習会開催
の充実のため

水

、応急手当普及員等の

槽

育成に取り組みます。

維

消

持管理 (106,11

防

3) 指標名
事業

有効性

・

Ａ単年度計画値 25.

救

0
単年度実績値 17.

急

0
単年度達成率 68.

体

0%
効率性 Ａ最終目標

制

に 68.0%
対する達

の

成率
　事務事業の方向

充

性
Ｂ：現状のまま継続

結
実

水道管布設替工事に合わせて、消火栓の移設工事を行います。また、災害時に消火栓を有効活用できるよ
う、消火栓の場所を示す黄色の枠が不鮮明となっている箇所などの計画的な修繕を行います。

果

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

街頭消火器整 消防署 8,772 収納ボックス更新数
妥当性 Ａ備事業 (8,772) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 30.0
単

の

年度実績値 60.0
単年度達成率 200.0%

効率性 Ａ最終目標に 60.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
収納ボックスの経年劣化、台風などの自然災害、事故やいたずら等の人的災害による破損報

公

告が自治区か
ら多数あ

事

ります。今後も自治区

務

と連携して収納ボック

事

ス及び街頭消火器の計

業

画的更新が必要です。

名 課名 フ

事務事業名 課名 フルコ

ル

スト 最重要指標 評価点

表

コ

（前年度比）
通信機器

ス

管理 消防署 79,39

ト

3 消防緊急通信指令施

最

設保守点検回数（順次

重

妥当性 Ａ事業 (79,

要

393) 指標名 指令装

指

置） 

有効性 Ａ単年度

標

計画値 2.0
単年度実

評

績値 2.0
単年度達成

価

率 100.0%
効率性

施

点

Ａ最終目標に 100.

（

0%
対する達成率

　事

前

務事業の方向性
Ｂ：現

年

状のまま継続
消防本部

度

庁舎の各種機器の老朽

比

化に伴い、計画的な更

）

新、通信機器の維持管

消

理・安全管理の体制整

火

備を図
ります。

栓

策

・防

事務事

火

業名 課名 フルコスト 最

消

重要指標 評価点
（前年

防

度比）
訓練等指導業 消

署

防署 116,618 協

1

働事業による講習会数

0

（普通救命講習会
妥当

6

性 Ａ務事業 (116,

,

618) 指標名 支援事

名

1

業報償金） 

有効性 Ａ

1

単年度計画値 39.0

3

単年度実績値 0.0
単

標

年度達成率 -
効率性 Ａ

識

最終目標に -
対する達

・

成率
　事務事業の方向

支

性
Ｂ：現状のまま継続

柱

コンビニエンスストア

取

に設置したＡＥＤのＰ

替

Ｒを積極的に行います



評価
　

会

に確保に努める必要が

へ

あります。

の指導回数
妥当性

消

Ａ業 (18,311)

防

指標名

有効性 Ａ単年度

・

計画値 5.0
単年度実

救

績値 6.0
単年度達成

急

率 120.0%
効率性

体

Ａ最終目標に 120.

制

0%
対する達成率

　事

の

務事業の方向性
Ｂ：現

充

状のまま継続
消火器の

結
実

取扱いの熟練を目的とした初期消火競技会の開催や防火に関する講話を防火危険物安全協会総会
等で実施し、会員に対して指導します。

事務事業名 課名 フル

果

コスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

検査管理事業 予防課 29,216 火災予防査察件数
妥当性 Ａ(29,216) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 600.0
単年度実績値 661.0
単年度達成率 110.2%

効率性 Ａ最終目

の

標に 146.9%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
適正な火災予防査察を実施し、不備事項がある場合は、是正指導します。

事務事業名

公

課名 フルコスト 最重要

事

指標 評価点
（前年度比

務

）
指導管理事業 予防課

事

26,060 火災件数

業

妥当性 Ａ(26,06

名

0) 指標名

有効性 Ｂ単

課

年度計画値 15.0
単

名

年度実績値 24.0
単

フ

年度達成率 62.5%

ル

効率性 Ａ最終目標に 6

表

コ

2.5%
対する達成率

ス

　事務事業の方向性
Ｂ

ト

：現状のまま継続
一般

最

住宅の新築、増築等の

重

住宅用火災警報器の設

要

置審査を適正に行いま

指

す。また、事業所等に

標

消防用設備
等を適正に

評

設置するよう指導しま

価

す。火災予防の啓発活

施

点

動について、「火災Z

（

ERO戦士 ファイア

前

ーＸ」を
活用した活動

年

を推進し、防火防災意

度

識の高揚を図ります。

比）
団体

事務事業名 課名 フルコ

等

スト 最重要指標 評価点

策

育

（前年度比）
消防団管

成

理運 消防総務課 59,

事

108 消防団員の確保

予

妥当性 Ａ営事業 (59

防

,108) 指標名

有効

課

性 Ａ単年度計画値 15

1

3.0
単年度実績値 1

8

53.0
単年度達成率

,

100.0%
効率性 Ａ

3

最終目標に 100.0

名

1

%
対する達成率

　事務

1

事業の方向性
Ｂ：現状

防

のまま継続
消防団員の

火

なり手不足等、消防団

危

をとりまく環境は大き

険

く変化していますが、

物

地域防災力を向上させ

安

るた
めに消防団の存在

全

は必要不可欠であるた

協

め、計画的かつ積極的



評価
　

響で計画どおり進める

消

ことができませんでし

防

た。
（施策を

とりまく

・

状況
の変化や課題

等）

救

災害の多様化、救急件

急

数の増加等に対応する

体

ため、今後も継続的に

制

消防・救急体制の充実

の

に努めます。

施策の推

充

進
に向けた
今後の方針

結
実

果

６　施策の事後

の

評価
おおむね当初の予

公

定どおり実施できまし

表

たが、救命講習等市民

施

への普及活動について

策

は、新型コロナウイ
現

名

状認識 ルス感染症の影



評価
　

括

.1 64.3 65.6

的

66.9 68.1 69

な

.4 70.6 72.0

治

実績値 61.1 64.

水

9 66.9 0.0 0.

対

0 0.0 0.0 0.0

策

0.0 0.0 0.0

流

の

域対策量実績累計/2

推

86,300(最終目

進

標値)㎥×100
算定

計

主

式、
データの
出所等

市

管

及び民間事業による治

部

水対策を適切に実施で

局

きたことで、実績値が

水

計画値を上回っていま

と

す。
計画値、
実績値の

緑

推移に関する
分析と評

の

価

部
主

画

管課 水緑公園課
関係課

的

水緑公園課、水道工務

で

課

２　施策が目指す大

包

府市の姿
雨水排水施設

括

が適正に整備・維持管

的

理され、都市化が進展

な

しても雨水流出量が増

治

大せず、ゲリラ豪雨や

結
水

集

内容 中豪雨などによ

対

る浸水リスクに強いま

策

ちになっています。

の推進

３　令和 4年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人件費

果

24,491 0
 (2)事業費 201,908 39,700
 フルコスト（歳出合計） 226,399 39,700
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
 (2)県支出金

の

（愛知県から出たお金） 10,549 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 56,928 0
 (5)一般

１

財源（市税収入など）

　

134,431 39,

第

700
 歳入合計 20

公

６

1,908 39,70

次

0

大府市総合

４　「まちの

計

健康」指標（施策評価

画

指標）
有効性指標１

指

に

標名 「水害に強い都市

表

お

基盤の整備に満足して

け

いる」市民の割合 単位

る

％

現状値 33.0

年度

位

R 2 R 3 R 4 R

置

 5 R 6 R 7 R 

づ

8 R 9 R10 R11

け

R12

計画値 33.5

、

33.5 35.0 35

担

.0 36.0 36.0

当

37.5 37.5 39

施

課

.0 39.0 40.0

健

実績値 38.8 38.

康

8 41.2 0.0 0.

領

0 0.0 0.0 0.0

域

0.0 0.0 0.0

市

ま

民意識調査の「水害に

ち

強い都市基盤の整備」

の

に対する満足度で「満

健

足」又は「おおむね満

康

足」と答えた
算定式、

策

政

市民の割合
データの
出

策

所等

県の河川改修や排

安

水機場の整備、市及び

心

民間による治水対策を

安

実施したことで、水害

全

に強い都市基盤の整
計

に

画値、 備に満足してい

暮

る市民の割合が上昇し

ら

、治水に関する市民の

せ

意識も向上したと考え

名

る

られます。
実績値の

推

ま

移に関する
分析と評価

ち

有効性指標２

指標名 治

施

水対策量の達成率 単位

策

％

現状値 58.1

年度

計

R 2 R 3 R 4 R

画

 5 R 6 R 7 R 

的

8 R 9 R10 R11

で

R12

計画値 59.3

包

60.6 61.8 63



評価
　

 

災対策につい
て、市民

3

から期待されているた

R

め、引き続き事業を推

 

進します。

4 R 5 R 

計

6 R 7 R 8 R 9

画

R10 R11 R12

計

的

画値 138.9 212

で

.0 236.3 236

包

.3 236.3 236

括

.3 236.3 294

的

.0 294.0 294

な

.0 294.0

実績値

治

138.9 138.9

結
水

212.4 0.0 0.

対

0 0.0 0.0 0.0

策

0.0 0.0 0.0

下

の

水道雨水整備実施済面

推

積(10年確率降雨)

進

の累計値
算定式、
データの
出所等

浸水対策を進めましたが、実績値は計画値を下回っています。
計画値、 引き続

果

き、浸水対策を計画的に進める必要があります。
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

総合排水計画 水

の

緑公園課 1,651 雨水流出抑制対策済量
妥当性 Ａ事業 (1,651) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 177,014.0
単年度実績値 191,554.0
単年度達成率 108.2%

効率性 Ａ最終目標に 93.0%
対する達成

公

率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
毎

有

年、全国各地で局所的

効

な集中豪雨が頻発して

性

います。東海豪雨級の

指

豪雨に備え、継続して

標

事業に取り組
む必要が

３

あります。

指標

表

名

事務事業名

下

課名 フルコスト 最重要

水

指標 評価点
（前年度比

道

）
水路整備事業 水緑公

雨

園課 6,661 当該年

水

度水路整備延長
妥当性

整

Ａ(6,661) 指標

備

名

有効性 Ａ単年度計画

実

値 150.0
単年度実

施

績値 150.9
単年度

施

済

達成率 100.6%
効

面

率性 Ａ最終目標に -
対

積

する達成率
　事務事業

（

の方向性
Ｂ：現状のま

１

ま継続
市内に老朽化し

０

た水路が残っているた

年

め、継続して必要な水

確

路整備に取り組んでい

率

きます。

降

策

雨）

事務事業名 課

単

名 フルコスト 最重要指

位

標 評価点
（前年度比）

h

雨水整備事業 水道工務

a

課 0 雨水整備実施済面

現

積（5年確立降雨）
妥

状

当性 Ａ(0) 指標名

有

値

効性 Ａ単年度計画値 1

1

,288.2
単年度実

名

3

績値 1,289.0
単

8

年度達成率 100.1

.

%
効率性 Ａ最終目標に

9

94.7%
対する達成

年

率
　事務事業の方向性

度

Ｂ：現状のまま継続
全

R

国でも大雨等による災

 

害が発生しており、対

2

策が急がれています。

R

浸水や洪水に対する防



評価
　

川

続き計画的に施策を実

の

施していきます。
 

施

草

策の推進 雨水整備事業

刈

については、計画的に

面

浸水対策を推進します

積

。
に向けた 雨水管渠等

（

維持管理事業について

単

は、引き続き適切な維

年

持管理を実施していき

度

ます。
今後の方針

計

）
妥当性 Ａ(43,3

画

75) 指標名

有効性 Ａ

的

単年度計画値 80,0

で

00.0
単年度実績値

包

82,572.0
単年

括

度達成率 103.2%

的

効率性 Ａ最終目標に 7

な

7.2%
対する達成率

治

　事務事業の方向性
Ｂ

結
水

：現状のまま継続
防災

対

・減災や河川景観の観

策

点から、市が適切な維

の

持管理を継続して実施

推

する必要があります。

進

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点

果

（前年度比）
水路等維持事 水緑公園課 83,828 水路等の草刈面積（単年度）

妥当性 Ａ業 (83,828) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 11,000.0
単年度実績値 12,826.0
単年度達成率 116.6%

効率性 Ａ

の

最終目標に 116.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
防災・減災や河川景観の観点から、市が適切な維持管理を継続して実施する必要があります。

公

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

雨水管渠等維 水道工務課 0 雨水維持管理区域面積
妥当性 Ａ持

事

管理事業 (0) 指標名

務

有効性 Ｂ単年度計画値

事

1,288.2
単年度

業

実績値 1,289.0

表

名

単年度達成率 100.

課

1%
効率性 Ａ最終目標

名

に 94.7%
対する達

フ

成率
　事務事業の方向

ル

性
Ｂ：現状のまま継続

コ

全国で大雨等による災

ス

害が多発しており、浸

ト

水や洪水に対する防災

最

対策のために維持管理

重

を推進していき
ます。

施

要

また、雨水貯留浸透設

指

置奨励補助金交付件数

標

の目標に達成に向けて

評

、PRに力を入れてい

価

きます。

点

６　施策

（

の事後評価
毎年全国的

前

に局所的な集中豪雨が

年

頻発しており、東海豪

度

雨を経験した本市とし

策

比

て、行政、企業、市民

）

とと
現状認識 もに総合

河

的な治水対策に継続し

川

て取り組む必要があり

維

ます。
（施策を 五ヶ村

持

川中提撤去工事が完了

事

しました。境川右岸の

業

拡張工事が行われてい

水

ます。横根川排水機場

緑

の建替事
とりまく状況

名

公

業が進められています

園

。
の変化や課題  

等）

課

雨水整備事業について

4

は、大府北中学校調整

3

池設置工事が完了しま

,

した。
雨水管渠等維持

3

管理事業については、

7

適切に維持管理を行い

5

ました。

大府市総合排

河

水計画に基づき、引き



評価
　

主

7 R 8 R 9 R10

管

R11 R12

計画値 5

部

8.0 58.0 62.

局

5 62.5 67.0 6

市

7.0 71.5 71.

民

5 76.0 76.0 8

協

0.0

実績値 58.3

働

58.3 58.1 0.

部

0 0.0 0.0 0.0

主

0.0 0.0 0.0 0

防

管

.0

市民意識調査で「

課

減災対策（自宅の耐震

危

化、家具の転倒防止、

機

水・食糧の備蓄など）

管

に取り組むこと」に
算

理

定式、
「積極的に」又

課

は「ある程度」取り組

関

んでいると答えた市民

係

の割合
データの
出所等

課

最も多い回答が「ある

災

危

程度は取り組んでいる

機

」の47.0％であり

管

、回答者のうち中学生

理

以下の子どもと同居
計

課

画値、 している世帯は

２

取組の割合が高い一方

　

で、回答者のうち20

施

歳代は、「ほとんど取

策

り組んでいない」、「

が

全
実績値の く取り組ん

・

目

でいない」の割合が5

指

1.7％と高いことか

す

ら、対象世代を絞り込

大

んだ減災啓発の必要性

府

がありま
推移に関する

市

す。
分析と評価

の姿
市民

減

一人ひとりの防災意識

災

が高まり、市民、地域

対

、事業者、行政が、そ

策

れぞれの役割を理解し

の

、連携して

内容 、防災

推

・減災対策に取り組ん

結
進

でいます。

３　令和 4年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人件費 40,195 0
 (2)事業費 62,183 112,

果

168
 フルコスト（歳出合計） 102,378 112,168
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 15,725 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 2,713 0
 

の

(3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他

１

特定財源（使い途が決

　

まっているお金） 1,

第

335 0
 (5)一般

６

財源（市税収入など）

次

42,410 112,

大

168
 歳入合計 62

府

,183 112,16

市

8

公

総合計画に

４　「まちの

お

健康」指標（施策評価

け

指標）
有効性指標１

指

る

標名 「震災や水害に対

位

する防災対策に満足し

置

ている」市民の割合 単

表

づ

位 ％

現状値 31.9

年

け

度 R 2 R 3 R 4

、

R 5 R 6 R 7 R

担

 8 R 9 R10 R1

当

1 R12

計画値 33.

課

5 33.5 37.0 3

健

7.0 40.0 40.

康

0 43.5 43.5 4

領

7.0 47.0 50.

域

0

実績値 37.6 37

施

ま

.6 39.2 0.0 0

ち

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

健

市民意識調査の「震災

康

や水害に対する防災対

政

策」に対する満足度で

策

「満足」又は「おおむ

安

ね満足」と答え
算定式

心

、
た市民の割合

データ

安

の
出所等

満足している

策

全

市民の割合は増加して

に

おり、実績値が計画値

暮

を上回っています。さ

ら

らに多くの市民に満足

せ

い
計画値、 ただけるよ

る

う、災害発生時の情報

ま

伝達手段を確保する情

ち

報機器の整備や避難所

施

の停電対策を引き続き

策

強化
実績値の する必要

名

防

があります。
推移に関

災

する
分析と評価

有効性

・

指標２

指標名 「減災対

減

策（自宅の耐震化、家

災

具の転倒防止、水・食

対

糧の備蓄など）に取り

策

組んでい 単位 ％

る」市

の

民の割合 現状値 56.

推

1

年度 R 2 R 3 R

進

 4 R 5 R 6 R 



評価
　

R

年度計画値 23.0
単

 

年度実績値 24.0
単

6

年度達成率 104.3

R

%
効率性 Ａ最終目標に

 

88.9%
対する達成

7

率
　事務事業の方向性

R

Ｂ：現状のまま継続
市

 

が発令する避難情報の

8

伝達手段の啓発を始め

R

、災害対策の基本であ

防

 

る「自分の安全は自分

9

で守る」、「
地域の安

R

全は地域で守る」とい

1

う意識の醸成を継続し

0

て実施していく必要が

R

あります。

11 R1

災

2

計画値 122.0 1

・

23.0 124.0 1

減

25.0 126.0 1

災

27.0 128.0 1

対

29.0 130.0 1

策

30.0 130.0

実

の

績値 128.0 131

推

.0 134.0 0.0

結
進

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

大府市地域防災計画における災害時相互応援協定などの締結数（累計）
算定式、
データの
出所等

災害時の大規模停電等に対応するため、電気自動車等を活用した電力確保や、物

果

資の提供及び一時避難場
計画値、 所の確保等を目的とした協定を令和４年度新たに３件締結し、避難者の電力や避難所等の確保に努めてい
実績値の ます。災害対応は市単独では困難であるため、過去の災害時に生じた課題を

の

解決することができる取組を
推移に関する 実施します。
分析と評価

事務事業名 課名 フルコ

有

スト 最重要指標 評価点

効

（前年度比）
災害対策

性

管理 危機管理課 21,

公

指

912 災害対策支部総

標

点検の実施
妥当性 Ａ事

３

業 (21,912) 指

指

標名

有効性 Ａ単年度計

標

画値 10.0
単年度実

名

績値 10.0
単年度達

災

成率 100.0%
効率

害

性 Ａ最終目標に 100

時

.0%
対する達成率

　

相

事務事業の方向性
Ｂ：

表

互

現状のまま継続
災害時

応

に市民の安全が確保で

援

きるよう、計画の策定

協

、マニュアルの整備や

定

支部点検等を継続して

な

実施する
必要がありま

ど

す。

の締結

事務事業名 課名 フ

施

数

ルコスト 最重要指標 評

（

価点
（前年度比）

災害

累

対策整備 危機管理課 5

計

4,925 備蓄食糧数

）

妥当性 Ａ事業 (54,

単

925) 指標名

有効性

位

Ａ単年度計画値 128

件

,520.0
単年度実

現

績値 128,520.

状

0
単年度達成率 100

策

値

.0%
効率性 Ａ最終目

1

標に 95.2%
対する

2

達成率
　事務事業の方

2

向性
Ａ：拡大
南海トラ

.

フ地震や甚大化する災

0

害に備えるため、備蓄

年

品の充実、情報伝達手

度

段の充実等の災害対策

R

整備は
、年々拡大して

 

いく必要があります。

名

2 R 3

事務事業名 課名 フルコ

R

スト 最重要指標 評価点

 

（前年度比）
防災啓発

4

事業 危機管理課 29,

R

000 出前講座の実施

 

妥当性 Ａ(29,00

5

0) 指標名

有効性 Ａ単



評価
　

件数
妥当性 Ａ宅建設推

防

進事 (11,145)

災

指標名
業

有効性 Ｂ単年

・

度計画値 40.0
単年

減

度実績値 25.0
単年

災

度達成率 62.5%
効

対

率性 Ａ最終目標に 62

策

.5%
対する達成率

　

の

事務事業の方向性
Ｂ：

推

現状のまま継続
耐震化

結
進

率の向上とともに、診断及び改修の件数は伸び悩んでいますが、目標とする耐震化率の達成のため
に継続していく必要があります。

６　施策の事後評価
大雨等の浸水地域の居住者が、より迅速な避

果

難行動ができるよう、拡充した情報伝達手段を広く周知する
現状認識 必要があります。市が開設する避難所の他、安全な親戚・知人宅での避難の有効性を市民により認識いた
（施策を だく必要があります。

とりまく状況 市が

の

開設する避難所においては、感染症対策を講じた避難所運営や大規模停電に対応できる電力の確保が
の変化や課題 求められるため、自動車販売事業者等と給電協力による電力確保に努めています。

等）

災害発生時、発生後の

公

対応について、「自助

事

」、「共助」、「公助

務

」の意識醸成を図ると

事

ともに、家庭に
おいて

業

減災対策を進めること

名

で、防災力の向上に努

課

めます。
施策の推進
に

名

向けた
今後の方針

フル

表

コスト 最重要指標 評価

施

点
（前年度比）

災害に

策

強い住 都市政策課 11

名

,145 耐震診断実施



評価
　

犯

42.6 43.5 0.

対

0 0.0 0.0 0.0

策

0.0 0.0 0.0 0

の

.0

市民意識調査の「

推

防犯対策（防犯灯の設

進

置など）」に対する満

主

足度で「満足」又は「

管

おおむね満足」と答
算

部

定式、
えた市民の割合

局

データの
出所等

自治区

地

市

と連携した防犯灯整備

民

などにより、実績値が

協

上昇しており、計画値

働

を上回っています。
計

部

画値、
実績値の

推移に

主

関する
分析と評価

管課 危機

域

管理課
関係課 危機管理

ぐ

課

２　施策が目指す大

る

府市の姿
市民自らの防

み

犯意識を持った行動と

の

、地域での防犯活動に

防

より、「犯罪に遭わな

犯

い」「犯罪を起こさせ

対

な

内容 い」まちになっ

結
策

ています。

の推

３　令和

進

 4年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人件費 45,952 0
 (2)事業費 49,224 38,6

果

57
 フルコスト（歳出合計） 95,176 38,657
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 4 0
 (3)市債（市の借金） 0

の

0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 90 0
 (5)一般財源（市税収入など） 49,13

１

0 38,657
 歳入

　

合計 49,224 38

第

,657

６次

公

大府市

４　「

総

まちの健康」指標（施

合

策評価指標）
有効性指

計

標１

指標名 刑法犯認知

画

件数 単位 件

現状値 56

に

8.0

年度 R 2 R 

お

3 R 4 R 5 R 6

け

R 7 R 8 R 9 R

表

る

10 R11 R12

計画

位

値 557.0 546.

置

0 535.0 524.

づ

0 513.0 502.

け

0 491.0 480.

、

0 470.0 460.

担

0 450.0

実績値 3

当

61.0 293.0 3

課

63.0 0.0 0.0

健

0.0 0.0 0.0 0

施

康

.0 0.0 0.0

東海

領

警察署などが発行する

域

「地域安全情報」にお

ま

ける市内刑法犯認知件

ち

数
算定式、
データの
出

の

所等

刑法犯認知件数は

健

、新型コロナウイルス

康

感染症に伴う行動制限

政

が緩和された影響によ

策

り増加していますが
計

策

安

画値、 、東海警察署を

心

始めとする各種防犯団

安

体などと連携し、効果

全

的な啓発活動などによ

に

り、目標を達成しまし

暮

実績値の た。
推移に関

ら

する
分析と評価

有効性

せ

指標２

指標名 「防犯灯

る

整備など防犯対策に満

ま

足している」市民の割

名

ち

合 単位 ％

現状値 36.

施

6

年度 R 2 R 3 R

策

 4 R 5 R 6 R 

地

7 R 8 R 9 R10

域

R11 R12

計画値 3

ぐ

9.0 39.0 42.

る

0 42.0 44.0 4

み

4.0 46.0 46.

の

0 48.0 48.0 5

防

0.0

実績値 42.6



評価
　

 

-
対する達成率

　事務

2

事業の方向性
Ｂ：現状

R

のまま継続
令和４年度

 

は新型コロナウイルス

3

感染症拡大により、講

R

座開催を中止しました

 

。消費者事故・トラブ

4

ルを
未然に防ぐため、

R

時代の変化に対応した

 

必要な情報を提供し、

地

5

正しい知識の普及啓発

R

に努めます。また、
消

 

費生活の安全確保のた

6

め、消費者生活相談体

R

制を安定的に継続しま

 

す。

7 R 8

域

R 9 R10 R11 R

ぐ

12

計画値 20.0 2

る

0.0 22.0 22.

み

0 24.0 24.0 2

の

6.0 26.0 28.

防

0 28.0 30.0

実

犯

績値 13.4 13.4

対

14.7 0.0 0.0

結
策

0.0 0.0 0.0 0

の

.0 0.0 0.0

市民

推

意識調査で「子どもの

進

見守りやパトロールなどを行うこと」に「積極的に」又は「ある程度」取り組
算定式、

んでいると答えた市民の割合
データの
出所等

新型コロナウイルス感染

果

症拡大防止のため、活動を自粛した影響もあり、目標に至っておりません。
計画値、
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標

の

評価点
（前年度比）

防犯啓発事業 危機管理課 36,093 防犯講話・研修会回数
妥当性 Ａ(36,093) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 39.0
単年度実績値 23.0
単年度達成率 59.0%

効率性 Ａ最終目標に 51.1%

公

有

対する達成率
　事務事

効

業の方向性
Ｂ：現状の

性

まま継続
刑法犯認知件

指

数は、新型コロナウイ

標

ルス感染症に伴う行動

３

制限が緩和された影響

指

もあり、前年度に比べ

標

て
増加しました。予断

名

を許さない治安情勢を

「

勘案し、市民一人ひと

表

子

りの防犯意識の高揚と

ど

防犯力の向上を図
るた

も

め、東海警察署を始め

の

とする各種防犯団体等

見

と連携して、積極的に

守

啓発活動等を実施しま

り

す。

やパト

事務事業名 課名 フ

施

ロ

ルコスト 最重要指標 評

ー

価点
（前年度比）

防犯

ル

施設事業 道路整備課 4

な

9,266 防犯灯基数

ど

妥当性 Ａ(49,26

を

6) 指標名

有効性 Ａ単

行

年度計画値 6,900

っ

.0
単年度実績値 6,

て

913.0
単年度達成

い

率 100.2%
効率性

策

る

Ａ最終目標に 94.7

」

%
対する達成率

　事務

市

事業の方向性
Ｂ：現状

民

のまま継続
各自治区と

の

調整し、今後も適切な

割

箇所へ整備を行います

合

。

単位 ％

事務事業名 課名 フル

名

現

コスト 最重要指標 評価

状

点
（前年度比）

消費者

値

行政事 商工労政課 6,

1

861 消費生活講座受

7

講者延べ人数
妥当性 Ａ

.

業 (6,861) 指標

8

名

有効性 Ａ単年度計画

年

値 70.0
単年度実績

度

値 0.0
単年度達成率

R

-
効率性 Ａ最終目標に



評価
　

要望活動
妥当性 Ａ業 (

地

3,598) 指標名

有

域

効性 Ａ単年度計画値 3

ぐ

.0
単年度実績値 3.

る

0
単年度達成率 100

み

.0%
効率性 Ａ最終目

の

標に -
対する達成率

　

防

事務事業の方向性
Ｂ：

犯

現状のまま継続
愛知県

対

による警察署建設の推

結
策

進を図るため、様々な

の

課題に対し、大府警察

推

署（仮称）建設推進チ

進

ームで対
応し、愛知県に全面的に協力します。

６　施策の事後評価
侵入盗と特殊詐欺の件数は、前年に比べて減少しおり、日頃の

果

啓発活動により効果が上がっています。一
現状認識 方で、自動車盗と自転車盗の件数は、前年に比べて増加しており、市民一人ひとりの防犯意識の高揚と防
（施策を 犯力の向上を図る必要があります。本市の防犯力を更に強

の

化するため、警察署の誘致を確実なものとする
とりまく状況 必要があります。
の変化や課題

等）

市民、事業者や関係団体と連携し、防犯意識の醸成と地域防犯力の向上を目的とした啓発活動を推進しま
す。侵入盗や自動車盗

公

などへの対策や、高齢者宅への特殊詐欺防止用電話機器等の設置を図るなど、防犯
施策の

事

推進 対策の推進及び警

務

察署建設の早期実現を

事

目指します。
に向けた

業

今後の方針

名 課

表

名 フルコスト 最重要指

施

標 評価点
（前年度比）

策

警察署誘致事 危機管理

名

課 3,598 陳情及び



評価
　

の

8 R 9 R10 R11

交

R12

計画値 386.

通

0 377.0 368.

安

0 359.0 350.

全

0 341.0 332.

対

0 324.0 316.

策

0 308.0 300.

の

0

実績値 281.0 2

推

21.0 198.0 0

進

.0 0.0 0.0 0.

地

主

0 0.0 0.0 0.0

管

0.0

交通事故統計に

部

おける市内交通事故発

局

生件数（人身事故）
算

市

定式、
データの
出所等

民

人身事故件数は198

協

件で前年対比-23件

働

で、目標を達成しまし

部

た。
計画値、 事故の発

主

生が予測される場所の

域

管

交通事故対策や各種要

課

望に対応する交通安全

危

施設整備等が目標達成

機

の一因
実績値の となっ

管

たと思われます。
推移

理

に関する 交通ルール遵

課

守等の交通安全意識を

関

向上させるため、積極

係

的な啓発活動を実施し

課

ました。自治区等の地

ぐ

危

域
分析と評価 及び小中

機

学校から要望のあった

管

危険箇所や「大府市y

理

uriCargoプロ

課

ジェクト」で抽出され

２

た危険箇所にお
いて、

　

登下校の時間帯に地域

施

安全推進員による立哨

策

活動を実施しました。

が

る

目指す大府市の姿
市民

み

一人ひとりがお互いに

の

思いやる気持ちを持ち

交

ながら、交通安全のル

通

ールを守り、事故が起

安

こらないま

内容 ちにな

結
全

っています。

対策

３　令

の

和 4年度　施策フル

推

コスト（単位：千円）

進

 歳出（使ったお金） R 4決算 R 5予算
 (1)人件費 39,426 0
 (2)事業費 98,717 86,

果

041
 フルコスト（歳出合計） 138,143 86,041
 歳入（お金の出所） R 4決算 R 5予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 0 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 707 0
 (3)市債（市の

の

借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 0 0
 (5)一般財源（市税収入など） 98,010 86,041
 歳入合計 98,71

１

7 86,041

　第

公

６次大府

４　「まちの健康」指

市

標（施策評価指標）
有

総

効性指標１

指標名 交通

合

死亡事故人数 単位 人

現

計

状値 1.0

年度 R 2

画

R 3 R 4 R 5 R

に

 6 R 7 R 8 R 

表

お

9 R10 R11 R12

け

計画値 0.0 0.0 0

る

.0 0.0 0.0 0.

位

0 0.0 0.0 0.0

置

0.0 0.0

実績値 0

づ

.0 0.0 0.0 0.

け

0 0.0 0.0 0.0

、

0.0 0.0 0.0 0

担

.0

交通事故統計にお

当

ける市内交通死亡事故

施

課

人数
算定式、
データの

健

出所等

交通死亡事故人

康

数は０人で、目標を達

領

成しました。
計画値、

域

事故の発生が予測され

ま

る場所の交通事故対策

ち

や各種要望に対応する

の

交通安全施設整備等が

健

目標達成の一因
実績値

康

の となったと思われま

策

政

す。
推移に関する 交通

策

ルール遵守等の交通安

安

全意識を向上させるた

心

め、積極的な啓発活動

安

を実施しました。自治

全

区等の地域
分析と評価

に

及び小中学校から要望

暮

のあった危険箇所や「

ら

大府市yuriCar

せ

goプロジェクト」で

名

る

抽出された危険箇所に

ま

お
いて、登下校の時間

ち

帯に地域安全推進員に

施

よる立哨活動を実施し

策

ました。
有効性指標２

地

指標名 交通事故発生件

域

数（人身事故） 単位 件

ぐ

現状値 395.0

年度

る

R 2 R 3 R 4 R

み

 5 R 6 R 7 R 



評価
　

 

び交通事故等の対策を

4

講じていく必要があり

R

ます。
とりまく状況
の

 

変化や課題
等）

市民、

5

事業者及び交通安全関

R

係団体と連携し、交通

 

安全思想の普及を目的

6

とした啓発活動を推進

R

します。
事故を未然に

 

防ぐため、登校時に地

地

7

域安全推進員による通

R

学路の立哨を実施する

 

など、危険箇所への対

8

策
施策の推進 、交通安

R

全施設の設置及び維持

 

管理を実施します。
に

9

向けた
今後の方針

R10

域

R11 R12

計画値 3

ぐ

5.0 35.0 36.

る

0 36.0 37.0 3

み

7.0 38.0 38.

の

0 39.0 39.0 4

交

0.0

実績値 40.4

通

40.4 39.6 0.

安

0 0.0 0.0 0.0

結
全

0.0 0.0 0.0 0

対

.0

市民意識調査の「

策

交通安全対策」に対す

の

る満足度で「満足」又

推

は「おおむね満足」と

進

答えた市民の割合
算定式、
データの
出所等

満足している市民の割合は、人身事故件数の減少や各種要望に対応す

果

る交通安全施設整備等により、目標
計画値、 を達成しています。
実績値の

推移に関する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

の

交通安全啓発 危機管理課 36,750 交通安全教室回数
妥当性 Ａ事業 (36,750) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 64.0
単年度実績値 35.0
単年度達成率 54.7%

効率性 Ａ最終目標に 50.0%
対する達成率

　事務

公

事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
高齢者社会

有

の進展に伴う運転者の

効

高齢化、あらゆる世代

性

の運転者の規範意識低

指

下、自転車利用者の交

標

通ル
ール違反が課題と

３

なっており、関係機関

指

との密接な連携を図り

標

つつ、啓発活動及び対

表

名

策を講じていく必要
が

「

あるため、積極的に交

交

通安全啓発活動を実施

通

します。

安全対

事務事業名 課

策

名 フルコスト 最重要指

に

標 評価点
（前年度比）

満

交通安全施設 道路整備

施

足

課 96,991 交通安

し

全施設整備工事
妥当性

て

Ａ事業 (96,991

い

) 指標名

有効性 Ａ単年

る

度計画値 4.0
単年度

」

実績値 4.0
単年度達

市

成率 100.0%
効率

民

性 Ａ最終目標に 100

の

.0%
対する達成率

　

割

事務事業の方向性
Ｂ：

策

合

現状のまま継続
今後も

単

インフラ施設の老朽化

位

対応が必要です。適宜

％

点検を行い適切なタイ

現

ミングでの修繕・更新

状

を行い、
施設の長寿命

値

化に対応します。
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６　施策の事後評価
高

.

齢者社会の進展に伴う

名

0

運転者の高齢化、運転

年

手の規範意識の低下、

度

自転車利用者の交通ル

R

ール遵守等の
現状認識

 

規範意識の定着が課題

2

となっています。これ

R

らの課題を解決するた

 

め、関係機関との連携

3

を図りながら、
（施策

R

を 交通安全啓発活動及


